予算要求資料
平成２８年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：労政費
	事業名　中小企業特別労働相談実施事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　商工労働部　労働雇用課　労働企画係　電話番号：058-272-1111（内3124）

　　　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　        　　　 126千円（前年度予算額：    126千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	126
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	126

	要求額
	126
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	126

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
パワーハラスメント等の職場における嫌がらせが広く認知されたこと

に伴い、県の労働相談窓口に寄せられる相談も複雑で多様化している。

労働雇用課及び各県事務所に設置された労働相談窓口において職員が
労働相談を受け付けているが、職員が対応しきれない高度な労働相談につ
いて、弁護士による無料相談を行うもの。

　
（２）事業内容

・高度な労働相談に対応するため、県が委嘱した弁護士（3名）による無料
特別労働相談を実施。

・毎月1回（原則第4水曜日）、年間12回実施【予約制】

・相談場所：県庁相談室
（３）県負担・補助率の考え方

　県内労働者からの労働相談に対応するため。
（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	6
	6千円（岐阜市内481円×12回）

	報償費
	120
	相談1回につき10,000円×12回

	合計
	126
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国・他県の状況

　　　厚生労働省においても岐阜労働局、各労働基準監督署に総合労働相談コー
ナーを設置しているが、無料の弁護士相談は行っていない。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	複雑で多様化、高度化する労働相談に対応するため、県が委嘱した弁護士（3名）による無料特別労働相談を実施する。
（毎月1回、年間12回実施（予約制）、相談場所は県庁相談室）


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	岐阜県への一般労働相談件数
	120件
（H26）
	（H  ）
	（H  ）
	　56件
(H27.9)
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	労働相談件数は、景気動向や企業の労働環境などの要因により変動することから、目標値として設定することは困難であるため。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　近年、職場における様々なハラスメント等が広く認知されたことに伴い、県に寄せられる一般労働相談の内容も多様化し、中には訴訟を見据えた相談もあり、一般労働相談にて高度な法律知識が必要と認められる案件については、無料で受けられる当事業を紹介してきた。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　一般労働相談で応じた相談案件のうち、より高度な法律相談が必要な案件４件について実施した。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	企業における解雇等の問題に対する相談は依然として多い。また昨今ではブラック企業、パワハラなど新たな問題も現れてきている。有料では専門家による法律、労働問題の相談をすることが困難な労働者からの相談を、専門家により受け付ける必要性は大きい。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	労働問題に関して、訴訟も見据えて法的側面からのアドバイスを受けたいといったニーズもあり、専門家による法律、労働問題に関する無料の相談機会の提供は必要である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　県から専門家に依頼することにより、中立的な立場で相談に応じてもらうことが可能である。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　近年の本事業を活用した相談件数は少ないものの、前段階の一般労働相談は複雑化しており、今後も様々な相談が想定されるため、特別労働相談に移行するケースに対応できる体制の維持が必要。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　ブラック企業、パワハラ等労働環境に関する問題がより複雑化していく中で、一般労働相談と特別労働相談で県内労働者からの相談に対応していく。


